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１．はじめに
わが国の食料自給は近年，４０％以下で推移している。一方，世界の食
料需給の需要面では人口増大や所得増加による需要増加，供給面では異
常気象の頻発による不作，さらに凶作が農産物の国際価格の高騰や輸出
規制などを引き起こしている。加えて，トウモロコシやサトウキビなど
はバイオエネルギーとの競合があり，今後の世界の食料供給の不透明さ
を増大させている。また，TPPの交渉参加の結果，参加ということに
なれば日本農業が生き残れるかどうかの大きな試練がやってくる。２０１０
年時点で，千葉県はわが国第３位の農業産出額の農業県である。千葉県
農業が生き残れないようであれば，日本農業は生き残れないといえる。
これまで，農林業センサス調査結果を主に用いて，千葉県農業を対象
とした分析を行ってきた。稲葉（２００１）では１９９５年農林業センサス結果
の１９７５年から１９９５年（５年毎）までの集落カードを用いて，千葉県の農
業地域別の動向を多次元的に分析した。稲葉（２００６）では，２０００年農林
業センサスの旧市町村データを用いて耕地の減少の現状を分析した。そ
の主因は耕作放棄の増加である。稲葉（２００８）では２００５年の農林業セン
サスの調査結果を主に利用し，全国と比較して千葉県農業の分析を行い，
農家１）の減少，跡継ぎの不在を指摘し，耕作放棄の増加には，税制がら
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みの対策を提案した。
千葉県農業を対象にした諸問題を考えることは意義あることである。
本稿ではこれまでの研究結果を踏まえ，２０１０年の農林業センサス調査結
果を加えて，全国と比較しつつ千葉県農業の現状を分析する。特に，労
働力の高齢化問題については，基幹的農業従事者の将来予測を行う。
２．千葉県と全国の農業の動向
千葉県は首都圏の主要な農業基地である。千葉県を全国と比較しつつ，
１）本稿での農家は販売農家と自給的農家の総称である。
第１表 農業産出額等の動向
年次
農業産出額（億円）生産農業所得（億円）生産農業所得率（％） 千葉県のシェア（％）
全 国 千 葉 全 国 千 葉 全 国 千 葉 農業産出額 生産農業所得
??
?? １９９０１１４，９２７ ４，８３８ ４８，１７２ ２，７７７ ４１．９ ５７．４ ４．２ ５．８
１９９５１０４，４９８ ４，８５０ ４６，２５５ ２，７１１ ４４．３ ５５．９ ４．６ ５．９
２０００ ９１，２９５ ４，４４８ ３５，５６２ １，９９６ ３９．０ ４４．９ ４．９ ５．６
２００５ ８５，１１９ ４，１６１ ３２，０３０ １，５９９ ３７．６ ３８．４ ４．９ ５．０
２０１０ ８１，２１４ ４，０４８ ２８，３９５ １，２５８ ３５．０ ３１．１ ５．０ ４．４
?? １９９０ １３５．０ １１６．３ １５０．４ １７３．７ １１１．４ １４９．４ ８６．１ １１５．５
１９９５ １２２．８ １１６．６ １４４．４ １６９．５ １１７．６ １４５．５ ９４．９ １１７．４
２０００ １０７．３ １０６．９ １１１．０ １２４．８ １０３．５ １１６．８ ９９．７ １１２．４
２００５ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
２０１０ ９５．４ ９７．３ ８８．７ ７８．７ ９２．９ ８０．９ １０２．０ ８８．７
??
?? １９９０ ９７，０６７ ４，０８６ ４０，６８６ ２，３４５
１９９５ ９１，１０５ ４，２２８ ４０，３２７ ２，３６４
２０００ ９１，０２２ ４，４３５ ３５，４５６ １，９９０
２００５ ８５，１１９ ４，１６１ ３２，０３０ １，５９９
２０１０ ７９，７００ ３，９７３ ２７，８６６ １，２３５
?? １９９０ １１４．０ ９８．２ １２７．０ １４６．７
１９９５ １０７．０ １０１．６ １２５．９ １４７．８
２０００ １０６．９ １０６．６ １１０．７ １２４．５
２００５ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
２０１０ ９３．６ ９５．５ ８７．０ ７７．２
資料：農林水産省『生産農業所得統計』
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農業生産額と生産農業所得でわが国農業の現状を検討する。１９９０年以降
の５年毎に２０１０年までの農業生産額と生産農業所得の変化を見たのが第
１表である。
名目値では生産農業所得は全国，千葉県とも千葉県の１９９０－１９９５年を
除き，減少を続けている。２００５年を基準年２）として，指数化すれば，
２０１０年は１９９０年に比べての千葉県は２０ポイント近く，全国は４０ポイント
も減少している。２００５年比では千葉県は２．７ポイント減，全国は４．６ポイ
ント減である。しかし，第２表の農産物総合指数で名目値を実質値にす
ると，農産物価格の低下があるので，実質値は名目値ほどの低下とはな
らない。１９９０年に比べ，２０１０年は全国では約２０ポイントの低下で，千葉
県は３ポイント弱の低下でしかない。２００５年比であれば２０１０年にかけて
の農産物総合価格指数の上昇から，千葉県４．５ポイント減，全国は６．４ポ
イント減で，名目値より大きく減少している。１９９０年代以降，経済が低
迷しているわが国経済ではあるが，実質DGPは１９９０年比で，２０１０年は
２）２００５年から２０１０年の変化を主要な分析対象とするため，指数は２００５年を基準
年の１００とする。他の指数も２００５年を基準年とする。
第２表 各種指数
（２００５＝１００）
農産物総合
価 格 指 数
国 内 企 業
物 価 指 数
消費者総合
物 価 指 数
実質 G D P
指 数
１９９０ １１８．４ １１０．８ ９４．１ ８８．８
１９９５ １１４．７ １０６．５ １００．７ ９０．４
２０００ １００．３ １０２．８ １０２．３ ９４．２
２００５ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
２０１０ １０１．９ １０２．９ ９９．６ １０１．５
資料：農林水産省『農業物価統計調査』，日本銀行『企業物価指数』，総
務省『小売物価統計調査』，内閣府『国民経済計算統計』
注）指数はすべて，２００５年を基準年としている。
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１３ポイントほど上昇していることを考えれば，農業部門の低迷は目を覆
うばかりである。
国内企業物価指数あるいは消費者物価指数と比べて，農産物総合物価
指数の低下は大きいと言える。これは，輸入農産物の増加とその低価格
の影響からの国内農産物価格の低下に拍車を掛け，名目値での農業産出
額の減少につながり，さらに，量的な意味での実質値の低下となってい
る。
生産額ではなく，農業部門の取り分である所得でみると，さらに，そ
の低下は顕著である。名目値の２００５年を１００とする指数では，全国は
１９９０年の１５０．４から，２０１０年の８８．７にまで，４割以上減少している。千
葉県はさらに大きく減少している。１９９０年１７３．７から２０１０年７８．７へ，半
分以下にまで減少している。生産農業所得の実質値の減少は名目値の減
少ほどではないが，２０１０年は１９９０年比で全国は４０ポイント減，千葉県は
７０ポイント減である。これほど，生産農業所得が減少すれば，農家数な
どの減少があっても，１戸当たりの農業所得の増大の足を引っ張ること
になる。
農業産出額に比べて，生産農業所得の減少のほうが大きいということ
は生産農業所得率が低下していることになる。全国は１９９５年の４４．３％を
ピークに減少し，２０１０年には３５％にまで減少している。千葉県の減少は
全国以上に大きく，１９９０年５７．４％もあったが，２０１０年には３１．１％にまで，
激減している。農産物物価指数の低下もあるが，千葉県はそれ以上の低
下であり，所得率の低下は大きな問題といえる。千葉県の減少は得意と
する部門の収益性が低下したのかも知れない３）。
農業産出額および生産農業所得の全国の対する千葉県の順位は２０１０年
３）千葉県の減少は得意とする部門の収益性が低下したのかも知れない。民主党
政権化の戸別所得方式は稲作が相対的に強くない千葉県にとって，全国に比
べて所得率が下がったのかもしれない。
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では，いずれも，北海道，茨城県に続く第３位で，全国に対する割合は，
２０１０年においては農業産出額５．０％，生産農業所得は４．４％である。ただ
し，農業生産額は１９９０年に比較して０．８ポイント高めているが，生産農
業所得は１．４ポイントも下げている。
第３表は１９８５年から２０１０年までの農家数および販売農家４）および農業
労働者５）の動向を千葉県と全国について比較したものである。販売農家
数は全国，千葉県とも減少に歯止めはかかってはいない。２００５年に対し
て２０１０年までの５年間は年率３％強の減少である。特に，全国は１９８５年
以降の５年毎の年平均変化率では，最大の減少率である。その結果，
１９８５年に比べて，２０１０年は全国，千葉県ともおおむね半減している。自
給的農家は１９８５年から２０１０年までトータルで，全国では１．８７％減少して
いるが，千葉県は６．７１％増加している。２５年間にしては僅かな変化とい
える。しかし，表面的な数値だけの変化ではない。つまり，自給的農家
であったものがその戸数を増減したのではなく，販売農家から自給的農
家への移行，さらに自給的農家から土地持ち非農家への移行という，大
きな流れの結果の戸数の増減である。つまり，自給的農家と販売農家の
区分は販売金額と経営耕地面積の違いだけであるから，逆に，自給的農
家から販売農家に変わることもある。大きな流れの販売農家から自給的
農家への戸数，さらに自給的農家から土地持ち非農家の変化の戸数が余
り違わなかっただけである。ただし，農業生産を縮小する農家のほうが
増えていることだけは確かである６）。その結果，２００５年に比べて２０１０年
４）販売農家とは農産物販売額が５０万円以上または経営耕地面積が３０アール以上
の農家であり，自給的農家は販売農家に該当しない農家のうち農産物販売額
が１５万円以上または経営耕地面積が１０アール以上の農家のことである。また，
土地持ち非農家とは農家以外で耕地及び耕作放棄地を５アール以上所有して
いる世帯のことである。
５）本稿での農業労働者とは農業従事者，農業就業人口および基幹的農業従事者
などを意味する。
６）自給的農家がさらに農業生産を縮小すれば，土地持ち非農家へと変わる。
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第３表 農家数と農業労働力
区 分
農 家 数（戸） 販売農家（人）
計 販売農家
自 給 的
農 家
土地持ち
非 農 家
農 業
従事者数
農 業
就業人口
基 幹 的
農 業
従事者数
?
１９８５ １２８，０３８ １０９，９９５ １８，０４３ ２９４，７１４ １８６，９９１ １３９，９１０
１９９０ １１７，２９４ ９９，６３１ １７，６６３ ２６９，４５８ １６６，２１８ １２０，６６４
１９９５ １０４，５５３ ８８，３９６ １６，１５７ ２３８，０５５ １４４，４６０ １０５，６０５
２０００ ９１，８５０ ７６，０４２ １５，８０８ ３０，９９０ ２１８，９６０ １３５，６５４ ８４，５８２
２００５ ８１，９８２ ６３，６７４ １８，３０８ ３８，２８５ １８１，３００ １１８，６１４ ８８，２１８
２０１０ ７８，７１６ ５４，４６２ １９，２５４ ４３，３４６ １５１，１２５ ９３，９０１ ７８，９０４
??
１９８５ ４，２２８，７３８３，３１４，９３１ ９１３，８０７ ９，４２７，７３４５，４２８，４３８３，４６４，６４１
１９９０ ３，８３４，７３２２，９７０，５２７ ８６４，２０５ ８，４９２，９６８４，８１８，９２１２，９２７，１２２
１９９５ ３，４４３，５５０２，６５１，４０３ ７９２，１４７ ７，３９７，５９４４，１３９，８０９２，５６０，０３２
２０００ ３，１２０，２１５２，３３６，９０９ ７８３，３０６１，０９７，４５５６，８５６，４６９３，８９１，２２５２，３９９，５７９
２００５ ２，８４８，１６６１，９６３，４２４ ８８４，７４２１，２０１，４８８５，５６２，０３０３，３５２，５９０２，２４０，６７２
２０１０ ２，５２７，９４８１，６３１，２０６ ８９６，７４２１，３７４，１６０４，５３６，１１１２，６０５，７３６２，０５１，４３７
（年平均増加率）％
?１９８５―１９９０ －１．７４ －１．９６ －０．４２ －１．７８ －２．３３ －２．９２
１９９０―１９９５ －２．２７ －２．３６ －１．７７ －２．４５ －２．７７ －２．６３
１９９５―２０００ －２．５６ －２．９７ －０．４４ －１．６６ －１．２５ －４．３４
２０００―２００５ －２．２５ －３．４９ ２．９８ ４．３２ －３．７０ －２．６５ ０．８５
２００５―２０１０ －０．８１ －３．０８ １．０１ ２．５１ －３．５８ －４．５７ －２．２１
?? １９８５―１９９０ －１．９４ －２．１７ －１．１１ －２．０７ －２．３５ －３．３２
１９９０―１９９５ －２．１３ －２．２５ －１．７３ －２．７２ －２．９９ －２．６４
１９９５―２０００ －１．９５ －２．４９ －０．２２ －１．５１ －１．２３ －１．２９
２０００―２００５ －１．８１ －３．４２ ２．４７ １．８３ －４．１０ －２．９４ －１．３６
２００５―２０１０ －２．３６ －３．６４ ０．２７ ２．７２ －４．００ －４．９２ －１．７５
（対全国シェア）％
??????１９８５ ３．０３ ３．３２ １．９７ ３．１３ ３．４４ ４．０４
１９９０ ３．０６ ３．３５ ２．０４ ３．１７ ３．４５ ４．１２
１９９５ ３．０４ ３．３３ ２．０４ ３．２２ ３．４９ ４．１３
２０００ ２．９４ ３．２５ ２．０２ ３．１９ ３．４９ ３．５２
２００５ ２．８８ ３．２４ ２．０７ ３．１９ ３．２６ ３．５４ ３．９４
２０１０ ３．１１ ３．３４ ２．１５ ３．１５ ３．３３ ３．６０ ３．８５
資料 農林水産省『農林業センサス』
注）以降の表の資料も，断らない限り『農林業センサス』である。
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では，土地持ち非農家は全国で１７万戸，千葉県も５千戸増加している。
また，販売農家，自給的農家および土地持ち非農家の総合計は２０１０年で
は２００５年に比べれば全国１４８千戸，千葉県３千戸減少している。土地を
手放す非農家がかなりあることである。このことは，１戸当たりの規模
拡大につながれば，農業にとって悪いことではない。
農業従事者，農業就業人口及び基幹的農業従事者は，近年，減少の幅
を大きくしていると言える。特に，農業就業人口の減少が大きく，全国，
千葉県とも２００５年から２０１０年は年平均５％近くの減少率である。農業へ
の従事状況が，「農業のみ」あるいは「農業が主」で，ふだんの主な状
態が「主に仕事」である，農業にとって最も生産増加につながる基幹的
農業従事者は２０００～２００５年は全国の減少に対して，千葉県は僅かではあ
るが増加していた。２００５年から２０１０年での年平均変化率は，千葉県も
－２．２１％と減少へと反転しているが，農業就業人口の減少率に比べれば
小さい。
２０２０年における農家数および農業労働者の全国に対する千葉県の占有
率は，概ね３％強７）である。農業産出額の占有率が５．０％，農業生産所
得４．４％であることからすると，首都圏に位置するという利点を生かし
た労働生産性の優れた生産を行っていると言えよう。
経営耕地面積と借入耕地面積等の１９８５年から２０２０年までの動向を示し
たのが第４表である。販売農家の経営耕地面積の１９８５年から２０１０年の年
平均変化率は全国－１．２７％であるが，千葉県は－１．３８％で千葉県の減少
のほうが大きい。しかし，２０００年以降の減少は千葉県の減少のほうが小
さく２００５年から２０１０年は１％を割り，下げ止まり感はある。自給的農家
は１９８５年以降，全国では年率にすれば０．１７％減，千葉県は逆に０．０７％増
である。２０００年以降５年毎の年平均では全国，千葉県とも増加している。
７）第３表の千葉県の値を全国の値で割った数値。
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この原因は販売農家が経営を縮小して自給的農家へ移行してきたため自
給的農家の増加によるものである。
第３表の農家数と比較すれば経営耕地面積の減少より，農家数の減少
のほうが大きい。これは，１戸当たり経営耕地増加につながる。ちなみ
に，販売農家の一戸あたり経営耕地面積は全国では１．３３ha（１９８５年）
から１．９６ha（２０１０年）へ約５割増加しているし，千葉県でも１．１１ha（１９８５
年）のから１．５９ha（２０１０年）へ４３％も増加している。
第４表 耕地面積の動向
区 分
経営耕地面積（ha） 借入耕地面積（ha） 借入耕
地面積
率
（計）
１戸当り経営耕地面積
（ha／戸）
計 販売農家
自給的
農 家
計
販 売
農 家
自給的
農 家
計
販 売
農 家
自給的
農 家
??
１９８５ １２５，９６６ １２２，５５６ ３，４１０ ７，９７５ ７，８１０ １６５ ６．３ ０．９８ １．１１ ０．１９
１９９０ １１８，１５０ １１４，８３４ ３，３１６ １０，６８４ １０，５３３ １５１ ９．０ １．０１ １．１５ ０．１９
１９９５ １０９，４６７ １０６，４２７ ３，０４０ １２，８１２ １２，６８６ １２６ １１．７ １．０５ １．２０ ０．１９
２０００ ９９，９６７ ９６，９４２ ３，０２５ １６，１４３ １６，００６ １３７ １６．１ １．０９ １．２７ ０．１９
２００５ ９３，１８０ ８９，８１５ ３，３６５ １９，７９０ １９，６６８ １２２ ２１．２ １．１４ １．４１ ０．１８
２０１０ ９０，１６５ ８６，６９８ ３，４６７ ２２，８８３ ２２，７５６ １２７ ２５．４ １．１５ １．５９ ０．１８
??
１９８５ ４，５６６，８５９４，３９７，７７０１６９，０８９３２０，４６７３１２，３７６ ８，０９１ ７．０ １．０８ １．３３ ０．１９
１９９０ ４，３６１，１６８４，１９８，７３２１６２，４３６４１１，２３７４０３，６７２ ７，５６５ ９．４ １．１４ １．４１ ０．１９
１９９５ ４，１２０，２７９３，９７０，０５１１５０，２２８５１０，７８７５０３，８１０ ６，９７７ １２．４ １．２０ １．５０ ０．１９
２０００ ３，８８３，９４３３，７３４，２８８１４９，６５５６２７，９７９６２０，２０９ ７，７７０ １６．２ １．２４ １．６０ ０．１９
２００５ ３，６０８，４２８３，４４６，７７０１６１，６５９６９７，５８２６９１，００４ ６，５７８ １９．３ １．２７ １．７６ ０．１８
２０１０ ３，３５３，６１９３，１９１，３７６１６２，２４２７６６，５８７７５９，８９３ ６，６９５ ２２．９ １．３３ １．９６ ０．１８
（年平均変化率）％
??
１９８５―１９９０ －１．２７ －１．２９ －０．５６ ６．０２ ６．１６ －１．７６ ７．３９ ０．４７ ０．６８－０．１３
１９９０―１９９５ －１．５２ －１．５１ －１．７２ ３．７０ ３．７９ －３．５６ ５．２９ ０．７８ ０．８８ ０．０４
１９９５―２０００ －１．８０ －１．８５ －０．１０ ４．７３ ４．７６ １．６９ ６．６５ ０．７８ １．１５ ０．３４
２０００―２００５ －１．４０ －１．５２ ２．１５ ４．１６ ４．２１ －２．２９ ５．６３ ０．８７ ２．０４－０．８０
２００５―２０１０ －０．６６ －０．７０ ０．６０ ２．９５ ２．９６ ０．８１ ３．６３ ０．１６ ２．４５－０．４１
１９８５―２０１０ －１．３３ －１．３８ ０．０７ ４．３１ ４．３７ －１．０４ ５．７１ ０．６１ １．４４－０．１９
??
１９８５―１９９０ －０．９２ －０．９２ －０．８０ ５．１１ ５．２６ －１．３４ ６．０９ １．０４ １．２８ ０．３１
１９９０―１９９５ －１．１３ －１．１１ －１．５５ ４．４３ ４．５３ －１．６１ ５．６２ １．０２ １．１６ ０．１８
１９９５―２０００ －１．１７ －１．２２ －０．０８ ４．２２ ４．２４ ２．１８ ５．４６ ０．７９ １．３１ ０．１５
２０００―２００５ －１．４６ －１．５９ １．５６ ２．１２ ２．１９ －３．２８ ３．６４ ０．３５ １．９０－０．８９
２００５―２０１０ －１．４５ －１．５３ ０．０７ １．９０ １．９２ ０．３５ ３．４１ ０．９２ ２．１９－０．２０
１９８５―２０１０ －１．２３ －１．２７ －０．１７ ３．５５ ３．６２ －０．７５ ４．８４ ０．８３ １．５７－０．０９
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しかし，１戸当たり経営耕地面積が小さいことが日本農業の特徴でも
あり弱点であることからすると，経営規模拡大は十分とは言えない。農
家が減るにもかかわらず，規模拡大が十分でないとすれば，土地の所有
権移転が進まないためである。所有権移転による規模拡大がすすまない
ことを補完するのが農地の貸借である。販売農家の１９８５年～１９９０年の借
入耕地面積の年平均変化率は全国では５％強，千葉県は６％強の増加で，
借入耕地面積は急増した。近年，借入耕地面積が増大したため変化率は
一貫して減少しているが，２００５～２０１０年にも販売農家の変化率は全国で
２％弱，千葉県で３％弱増加している。自給的農家の場合は期間により
増減しているが，長期的には減少傾向である。日本農業にとって全ての
農家が経営耕地を増加させることが不可能なら，より規模の大きな農家
に土地を集積する必要があり，より一層の，借地が進むことが必要とい
える。近年，その伸びが低下しているが，借入耕地面積率８）は全国で
２２．９％，千葉県は２５．４％にまで，増加してきている。
借入耕地面積の増加は望ましい傾向であるといえるが，一方で，望ま
しくない動きは耕作放棄地９）の増加である。第５表が耕作放棄地面積の
表である。耕作放棄地面積は近年，着実に増加していたが，全国，千葉
県とも２００５年から減少に転じている。販売農家と自給的農家についてみ
れば，２０００年以降，販売農家が減少に反転する半面，自給的農家は一貫
して増加している。販売農家の耕作放棄面積比１０）は２０１０年では全国で
３．９％，千葉県では６．９％で，２００５年に対して，全国は０．３ポイント，千
葉県は０．７ポイントそれぞれ減少している。耕作放棄地面積の増加に歯
止めが掛かったと思われるが，経営耕地面積も減少しているわけで，多
８）経営耕地面積に対する借入耕地面積の割合。
９）以前耕地であったもので，過去１年以上作物を栽培せず，しかもこの数年の
間に再び耕作する考えのない土地。
１０）経営耕作面積計に対する耕作放棄面積計の比率。
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少，耕作放棄地面積の減少のほうが多かっただけである。また，耕作放
棄地を所有する農家が土地持ち非農家に移行することによる農家の耕作
放棄地が減少した。あるいは，遊休農地１１）になったり，人為かい廃１２）な
どにより耕作放棄地ではなくなった場合もある。
自給的農家では耕作放棄面積比１３）は千葉県では９３．２％で，経営耕地に
匹敵する耕作放棄地が存在するのである。全国の割合は千葉県に比べれ
第５表 耕作放棄地面積の変化
年次
実 数（ha） 耕作放棄面積比（％）
計 販売農家
自 給 的
農 家
計 販売農家
自 給 的
農 家
??
１９８５ ２，１７３ １，７６２ ４１１ １．７ １．４ １２．１
１９９０ ６，３７０ ５，２４０ １，１３０ ５．４ ４．６ ３４．１
１９９５ ６，９６２ ５，５８７ １，３７５ ６．４ ５．２ ４５．２
２０００ ９，５５６ ７，６２３ １，９３３ ９．６ ７．９ ６３．９
２００５ ９，５９２ ６，８２２ ２，７７０ １０．３ ７．６ ８２．３
２０１０ ９，１９４ ５，９６３ ３，２３２ １０．２ ６．９ ９３．２
??
１９８５ ９２，６７１ ７３，４２０ １９，２５１ ２．０ １．７ １１．４
１９９０ １５０，６５５ １１２，６１８ ３８，０３７ ３．５ ２．７ ２３．４
１９９５ １６１，７７１ １２０，３５８ ４１，４１３ ３．９ ３．０ ２７．６
２０００ ２１０，０１９ １５４，３５８ ５５，６６１ ５．４ ４．１ ３７．２
２００５ ２２３，３７２ １４４，３５６ ７９，０１６ ６．２ ４．２ ４８．９
２０１０ ２１４，１４０ １２４，１１９ ９０，０２１ ６．４ ３．９ ５５．５
注）耕作放棄面積比（％）は耕作放棄地面積の経営耕地面積に対する比率である。
１１）「遊休農地」は，農地法において，現に耕作の目的に供されておらず，かつ，
引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地，その農業上の利用の
程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し，著しく劣っている
と認められる農地（を除く）のこと。耕作放棄地を含むが，その範囲は大
きい。
１２）宅地や工業用地等に変わること。
１３）耕作放棄地面積の経営耕地面積に対する比率である。
農林業センサス２０１０調査結果による千葉県農業の動向と課題
９２ （７４８）
ば，低いが，２０１０年にはとうとう５割を上回り５５．５％となっている。
農家の耕作放棄面積の増加は問題ではあるが，それ以上に深刻なのは，
土地持ち非農家の耕作放棄地である。多くの土地持ち非農家は自給的農
家からの移行であろう。第６表が農家と土地持ち非農家の耕作放棄地面
積を示した表である。全国，千葉県とも土地持ち非農家の耕作放棄面積
は農家以上に急増しており，農家の耕作放棄面積に迫る勢いで増加して
いる。農家と土地持ち非農家の耕作放棄面積の割合は２０１０年では土地持
ち非農家の割合が全国，千葉県とも４割を上回っている。特に，千葉県
のほうの割合が大きく，４８．８％で，５割も目前である。このため，農家
の経営耕地面積に対する土地持ち非農家の耕作放棄地の比である非農家
比１４）は２０１０年では，全国では５．４％，２００５年に比べ０．９ポイント増，千葉
県では９．７％で，２００５年に比べ１．７ポイント増加している。千葉県の
９．７％の数字，大きくないともいえるが，土地持ち非農家の耕作放棄地
１４）土地持ち非農家の耕作放棄地面積の農家の経営耕作面積に対する比率。
第６表 耕作放棄地面積―農家（計）と土地持ち非農家―
区 分
面 積（ha） 土地持ち
非農家の
割 合 ％
非農家比
％総 計 農 家
土地持ち
非 農 家
???１９９５ ９，１６２ ６，９６２ ２，２００ ２４．０ ２．０
２０００ １４，８６１ ９，５５６ ５，３０５ ３５．７ ５．３
２００５ １７，０５８ ９，５９２ ７，４６６ ４３．８ ８．０
２０１０ １７，９６３ ９，１９４ ８，７６９ ４８．８ ９．７
?? １９９５ ２４４，３１４ １６１，７７１ ８２，５４３ ３３．８ ２．０
２０００ ３４２，７８９ ２１０，０１９ １３２，７７０ ３８．７ ３．４
２００５ ３８５，７９１ ２２３，３７２ １６２，４１９ ４２．１ ４．５
２０１０ ３９５，９８１ ２１４，１４０ １８１，８４１ ４５．９ ５．４
注）「非農家比」は農家の経営耕地面積に対する土地持ち非農家の耕作放
棄面積の比率である。
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面積だけで，農家の経営耕地面積の１割近くもあるということは，決し
て小さな面積とはいえない。
千葉県では２００５―２０１０年において，自給的農家は増加したが，販売農
家では減少したため，農家計では減少したが，土地持ち非農家での放棄
地面積が激増していたため土地持ち非農家を含む総計では増加したので
ある。しかし，その増加ペースは１９９５―２０００年では年率では全国７．０％増，
千葉県は１０．２％増から，２００５―２０１０年の増加率は，それぞれ０．５％と
１．０％と大きく減少している。ただ，経営耕地面積が減少しているので，
耕作放棄地も減少しているだけであるともいえる。耕作放棄地からさら
に遊休化がすすみ耕作放棄地ともカウントされないようになった土地の
存在もあるので，決して，耕作放棄地の増加が止まりつつあるとは実質
的には言えない。
第７表が２００５年と２０１０年の千葉県の土地持ち非農家の現状をまとめた
表である。土地持ち非農家は２０１０年には４３，３４６戸で，２００５年から年平均
２．５１％増である。土地持ち非農家のうち８０％近くが所有耕地を持ってい
第７表 土地持ち非農家の実態
区 分 ２００５ ２０１０
年平均
変化率
?? 土地持ち非農家数（戸） ３８，２８５ ４３，３４６ ２．５１
所有耕地のある世帯数（戸） ２９，８０６ ３４，０２１ ２．６８
所有耕地のある世帯数割合％ ７７．９ ７８．５ ０．１６
貸し付け耕地のある世帯数（戸） ２５，５６０ ２９，１８０ ２．６８
貸し付け耕地のある世帯数割合％ ８５．８ ８５．８ ０．００
????
所有耕地（ha） １４，９８１ １８，０４５ ３．７９
１戸当り所有耕地面積（ha／戸） ０．３９ ０．４２ １．２５
貸し付け耕地面積（ha） １４，４５７ １７，４５８ ３．８４
貸し付け耕地面積割合％ ９６．５ ９６．７ ０．０５
耕作放棄面積（ha） ７，４６６ ８，７６９ ３．２７
１戸当たり耕作放棄面積（ha） ０．２０ ０．２０ ０．７４
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る。所有耕地のある世帯のうち８５．８％も貸し付けを行っている。この割
合は２００５年に比べて，ほとんど変わらない。所有耕地面積については，
２００５年から２０１０年にかけて，所有耕地，貸し付け耕地面積および耕作放
棄面積とも３％台の増加である。農家以上に貸し付け耕地面積が増加し
ていることは望ましいといえよう。貸し付け耕地面積割合は２０００年では
９６．７％にもなる。土地持ち非農家の増加は多くは自給的農家の移行であ
ろう。自給的農家が貸し付けを増やすことにより，土地持ち非農家に移
行していると思われる。耕作放棄地を増やすのではなく，貸し付け耕地
を増やすことにより，大規模農家に土地集約を進めるべきであるが，貸
し付け耕地面積の３．８４％増に比べて耕作耕地面積は３．２７％増で，それほ
どの差がない。今後の，農地問題を考えていくうえで，土地持ち農家の
行動が無視できないことは，従来から指摘されていることではあるが，
改善しているとはいえない。耕作放棄地を貸付耕地になるようにしなけ
ればならない。
３．農業構造変化の分析
前節では，農業の変化を示す代表的指標である農家，農業労働力およ
び土地について全国と比較しつつ千葉県の変動を検討した。農家変動の
大きな流れは販売農家から自給的農家，さらに土地持ち非農家であり，
労働力変動の流れは基幹的農業従事者１５）から農業就業人口，さらに農業
従事者へ変わり，最終的には離農である。しかし，その変化の方向は，
すべてが一方向というわけではない。２００５年に自給的農家が経営規模を
増加して，販売農家に変化する場合もある。知りたいことは，２００５年か
ら経営規模を増やしたのか，減らしたのか，あるいは変わりないのか，
その結果どのような経営規模に変化したかである。
１５）基幹的農業従事者の減少は比較的少ない。
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２００５年時点の農業経営体１６）が２０１０年にどのような経営規模に移行した
かを検討する。販売農家についてではなく農業経営体についての集計と
したのは，農業センサスが２００５年に大きく変化したためである。法人企
業等と販売農家等は別々に調査されていたのが，１つにまとめて農林業
経営体１７）として集計するようになった。２００５年の調査結果では，従来か
らの継続性から販売農家の多様な集計結果をまとめていたが，２０１０年の
調査結果では販売農家の経営規模変化を示す相関図などはほとんど削減
されて，ほとんどの集計が農業経営体の集計になってしまった１８）。前節
までの分析では長期的な変化を把握するため販売農家等を中心に分析し
てきたが，この節では農業経営体についての分析を行う。農業経営体と
販売農家の関係で言えば，定義の違いはあるものの，農業経営体と販売
農家の個数はおおむね一致し，千葉県の２０１０年の場合は農業経営体
５５，３８７，販売農家５４，４６２で１．８％の違いしかない１９）。
第８表は２００５年の経営耕地面積規模別の農業経営体が２０１０年にどの階
層区分に移行したかを示した相関表である。行方向には２００５年にある階
層区分の農業経営体が２０１０年にどの階層区分に移行したが分かる。また，
１６）農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行うもので，経営
耕地面積が３０アール以上の規模の農業，農作物の作付面積又は栽培面積，
家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数，その他の事業の規模が次の農林業経営体の
外形基準以上の農業，調査期日前１年間における農業生産物の総販売額５０
万円に相当する事業の規模，農作業の受託の事業などを行う経営体のこと。
を除けば，販売農家とおおむね一致する
１７）農業に林業も含めた農林業経営体として調査。農業だけの農業経営体として
も集計されている。
１８）販売農家の面積規模の変化を示めした相関図は農地面積についてはあるが，
農家の戸数の変化の相関図はないなど，ほとんど，削減されてしまった。耕
作放棄地面積規模別，世代交代を行った農家や貸付耕地面積規模別などの相
関図がことごとく消滅した。
１９）農業経営体は法人，地方公共団体および法人化していないものに分かれるが，
法人化していないもののうち個人経営が５４，５７０で販売農家とほぼ一致してい
る。
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列方向には２０１０年時点の階層区分の農業経営体が２００５年のどの階層区分
から移行したのかがわかる。対角要素の数値は階層区分の変化がなかっ
た農業経営体数であるが，階層区分内での変化はある２０）。対角の右上は
規模を増加した農業経営体であり，左下はより大きな階層区分へ移行し
第８表 経営耕地面積規模別経営体数の相関表
単位：経営体，％
区 分
継続農業経営体２０１０年
継続農
業経営
体以外
２００５年
農業経
営体数
経営耕地面積規模別経営体数
計０．５ ha
未 満
０．５～
１．０
１．０～
１．５
１．５～
２．０
２．０～
３．０
３．０～
５．０
５．０～
１０．０
１０．０～
１５．０
１５．０ha
以 上
???????
????
?
???????????
０．５ ha 未 満 ５，１９９ １，６０２ ２０７ ４７ １８ １４ １０ １ ６ ７，１０４ ３，８３８１０，９４２
０．５ ～ １．０ １，９６７１１，３０６ ２，０９６ ３４１ １２３ ３２ １３ １ ３１５，８８２ ３，９７１１９，８５３
１．０ ～ １．５ ３３４ ２，１２５ ６，７５４ １，４８３ ３９８ １００ ３１ ５ ２１１，２３２ １，５５１１２，７８３
１．５ ～ ２．０ ９２ ３７７ １，３９６ ３，９２６ １，２５５ １８４ ２８ ３ ２ ７，２６３ ５８２ ７，８４５
２．０ ～ ３．０ ５０ １６５ ２９３ ９８９ ４，５６０ １，０７２ １１７ ４ １ ７，２５１ ４１７ ７，６６８
３．０ ～ ５．０ １３ ２７ ４９ ７７ ５０８ ２，４５８ ４７７ １３ ４ ３，６２６ １１９ ３，７４５
５．０ ～ １０．０ ３ ７ １１ ５ ２９ １５４ ７６０ １３５ ２８ １，１３２ ３４ １，１６６
１０．０ ～ １５．０ ２ １ ３ ２７ ９０ ５３ １７６ １２ １８８
１５．０ ha 以 上 １ １ １ ３ ４ ７ １０９ １２６ ９ １３５
計 ７，６５９１５，６０９１０，８０８ ６，８７０ ６，８９２ ４，０２０ １，４６７ ２５９ ２０８５３，７９２１０，５３３６４，３２５
??
０．５ ha 未 満 ４７．５ １４．６ １．９ ０．４ ０．２ ０．１ ０．１ ０．０ ０．１ ６４．９ ３５．１ １００．０
０．５ ～ １．０ ９．９ ５６．９ １０．６ １．７ ０．６ ０．２ ０．１ ０．０ ０．０ ８０．０ ２０．０ １００．０
１．０ ～ １．５ ２．６ １６．６ ５２．８ １１．６ ３．１ ０．８ ０．２ ０．０ ０．０ ８７．９ １２．１ １００．０
１．５ ～ ２．０ １．２ ４．８ １７．８ ５０．０ １６．０ ２．３ ０．４ ０．０ ０．０ ９２．６ ７．４ １００．０
２．０ ～ ３．０ ．７ ２．２ ３．８ １２．９ ５９．５ １４．０ １．５ ０．１ ０．０ ９４．６ ５．４ １００．０
３．０ ～ ５．０ ．３ ０．７ １．３ ２．１ １３．６ ６５．６ １２．７ ０．３ ０．１ ９６．８ ３．２ １００．０
５．０ ～ １０．０ ．３ ０．６ ０．９ ０．４ ２．５ １３．２ ６５．２ １１．６ ２．４ ９７．１ ２．９ １００．０
１０．０ ～ １５．０ ．０ ０．０ １．１ ０．５ ０．０ １．６ １４．４ ４７．９ ２８．２ ９３．６ ６．４ １００．０
１５．０ ha 以 上 ．７ ０．０ ０．０ ０．７ ０．７ ２．２ ３．０ ５．２ ８０．７ ９３．３ ６．７ １００．０
計 １１．９ ２４．３ １６．８ １０．７ １０．７ ６．２ ２．３ ０．４ ０．３ ８３．６ １６．４ １００．０
２００５年が農業経営体以外 ７１ ７０ ２９ １４ １６ １１ １２ ４ １３ ２４０
接続不可 ５０１ ４５０ １８３ ７１ ７７ ３８ ２４ ３ ８ １，３５５
２０１０年農業経営体数 ８，２３１１６，１２９１１，０２０ ６，９５５ ６，９８５ ４，０６９ １，５０３ ２６６ ２２９５５，３８７
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た農業経営体である。
経営規模を変更しない，つまり同じ階層区分にとどまった対角要素の
割合は５５％程度である。４５％程度は耕地規模を変えたことになる。対角
要素内での耕地規模の変化を考えると，耕地規模を変えない農業経営体
は５割程度２１）と思われる。対角要素より右上（規模拡大）と左下（規模
縮小）を比較すれば，右下の小さな階層に移行したほうが多いように見
える。また，規模を拡大する場合は大きく規模を拡大する場合もあるが，
縮小の場合はそれほど大きな縮小はないようである。
第８表を再構成して，規模縮小したか，規模拡大したかで再集計した
のが第９表である。規模縮小（総計）は，規模は縮小したが農業経営体
にとどまった規模縮小の経営体に，２０１０年には継続経営体以外になった
ものとの合計である。継続経営体以外の多くは自給的農家や土地持ち非
農家に移行したものであるので，規模縮小（総計）として集計した。
全体では５４．７％の農業経営体が規模変化なしにとどまっている。面積
規模が大きな農業経営体ほど同じ階層区分に留まる割合が大きくなって
いる２２）。１５ha以上層は８０．７％２３）にもなる。しかし，この階層は最も大き
な規模階層であるので，規模増加した経営体すべてが規模変化なしにな
ることを割り引いて考えなければならないが，規模変化なしと，規模増
加を合計して，８０％を超える階層区分は他にはない。全体の規模増加と
規模減少は１５．４％と１３．６％で，規模拡大のほうが大きい。２０１０年に農業
２０）階層区分内での経営面積の変化は変化なしとカウントされるし，階層区分を
統合して再集計しているので，元の相関表では区分変更があったものが，変
更なしとされている場合もある。
２１）第８表から第１１表は元の結果表の階層区分の一部を統合しているので，階層
区分の統合前の元の表での変化なしは約５０％強である。
２２）１０～１５haは４７．９％で留まる割合が小さいが，これは規模拡大の割合が２８．２％
で大きいためである。
２３）この階層区分は規模拡大がないので，そのことは考慮しなければならないが，
規模変化なしと規模拡大をあわせても８０％を超える階層区分は他にない。
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経営体として留まった経営体は規模拡大の意欲のある経営体が多いので
あろうが，規模減少に継続経営体以外を加えれば，２９．９％にもなり，規
第９表 経営耕地面積規模別の規模変化経営体数
区 分
規模縮小（総計）
規模変化
な し
規模拡大
２００５ 年
継続農業
経 営 体
継続経営
体 以 外
規模縮小
???????
????
?
???????????
０．５ha 未 満 ３，８３８ ３，８３８ ― ５，１９９ １，９０５ １０，９４２
０．５～ １．０ ５，９３８ ３，９７１ １，９６７ １１，３０６ ２，６０９ １９，８５３
１．０～ １．５ ４，０１０ １，５５１ ２，４５９ ６，７５４ ２，０１９ １２，７８３
１．５～ ２．０ ２，４４７ ５８２ １，８６５ ３，９２６ １，４７２ ７，８４５
２．０～ ３．０ １，９１４ ４１７ １，４９７ ４，５６０ １，１９４ ７，６６８
３．０～ ５．０ ７９３ １１９ ６７４ ２，４５８ ４９４ ３，７４５
５．０～１０．０ ２４３ ３４ ２０９ ７６０ １６３ １，１６６
１０．０～１５．０ ４５ １２ ３３ ９０ ５３ １８８
１５．０ha 以 上 ２６ ９ １７ １０９ ― １３５
計 １９，２５４ １０，５３３ ８，７２１ ３５，１６２ ９，９０９ ６４，３２５
??
０．５ha 未 満 ３５．１ ３５．１ ― ４７．５ １７．４ １００．０
０．５～ １．０ ２９．９ ２０．０ ９．９ ５６．９ １３．１ １００．０
１．０～ １．５ ３１．４ １２．１ １９．２ ５２．８ １５．８ １００．０
１．５～ ２．０ ３１．２ ７．４ ２３．８ ５０．０ １８．８ １００．０
２．０～ ３．０ ２５．０ ５．４ １９．５ ５９．５ １５．６ １００．０
３．０～ ５．０ ２１．２ ３．２ １８．０ ６５．６ １３．２ １００．０
５．０～１０．０ ２０．８ ２．９ １７．９ ６５．２ １４．０ １００．０
１０．０～１５．０ ２３．９ ６．４ １７．６ ４７．９ ２８．２ １００．０
１５．０ha 以 上 １９．３ ６．７ １２．６ ８０．７ ― １００．０
計 ２９．９ １６．４ １３．６ ５４．７ １５．４ １００．０
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模を縮小する経営体が明らかに多い。規模縮小（合計）の割合は規模を
拡大するに従いおおむね小さくなる。規模を拡大するか縮小するかの分
かれ目，つまり，規模拡大が規模縮小（合計）より大きくなる分解基軸
は１０～１５haの階層区分となる。しかしながら，１０～１５haでも規模縮小
が１７．６％，継続経営以外を加えると２３．９％にもなる。１５ha以上層でも，
規模縮小が１２．６％で，継続経営以外を加えると２０％近くになることは，
農業者のリタイアもあろうが，積極的拡大に向かえない，農業経営の厳
しさの表れであろう。
厳しい経営環境の中での経営面積拡大を図るとすれば，農地購入より
借入である。第１０表が借入面積規模別に借入耕地の増減を示したもので
ある。２００５年時点の農業経営体６４，３２５に対して借入をしていない経営体
は４２，２５２で６５．７％，したがって３４．３％が借入していたことになる。借入
変化なしは６３．２％，借入増加は１１．４％，継続経営体以外に移行した経営
体も含めた借入減少（総計）は２５．３％である。借入の増減を借入面積規
模別で比較すると借入規模の小さい階層区分は借入減少のほうが大きい
が，５．０ha以上層になると借入のほうが大きくなっている。１０．０～１５．０
haでは借入減少１８．４％に対して増加３０．１％で積極的に借入を増やして
いるのがわかる。特に，１０～１５ha借入している階層は借入を増やすも
のが，３０％もある。一方，減少は１８．４％で，継続経営体以外に移行した
階層を含めても，２３．３％しかない。１５ha以上規模階層でも継続経営体
以外に移行するものが９．６％と，意外に多く，借入減少（総計）の割合
も３０％近い。一般的傾向として，借入増加の割合は借入規模によっての
傾向的な違いをはっきりとは読み取れないが，借入面積の多い階層ほど，
借入減少する割合は小さくなっている。これは，借入面積の多い階層は，
借入を積極的にさらに増やすほどの，積極性はないが，現在の借入は減
らさないのである。
第１０表は借入耕地面積規模の集計であった。借入面積規模がかならず
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しも経営耕地面積規模と一致するわけではない。今後の経営規模拡大を
推測するためには大規模農家の借地行動はどうであるか重要である。第
第１０表 借入耕地面積規模別経営体数（経営耕地面積規模別）
区 分
借入減少（総計）
借入変化
な し
借入増加
２００５ 年
農 業
経 営 体
継続経営
体 以 外
借入減少
???????
????
?
?????????????
借入耕地なし ８，３６４ ８，３６４ ― ３０，０５１ ３，８３７ ４２，２５２
０．２ha 未 満 ２，５６４ ９５７ １，６０７ ２，６４６ ７２１ ５，９３１
０．２～ ０．５ ２，４５５ ６８２ １，７７３ ２，９１９ ９９８ ６，３７２
０．５～ １．０ １，５２８ ３００ １，２２８ １，９５２ ８４７ ４，３２７
１．０～ ２．０ ８７８ １４５ ７３３ １，５６３ ５７８ ３，０１９
２．０～ ５．０ ３７８ ５８ ３２０ １，１７３ ２６９ １，８２０
５．０～１０．０ ８１ １３ ６８ ２４９ ７７ ４０７
１０．０～１５．０ ２４ ５ １９ ４８ ３１ １０３
１５．０ha 以 上 ２８ ９ １９ ６６ ― ９４
計 １６，３００ １０，５３３ ５，７６７ ４０，６６７ ７，３５８ ６４，３２５
??
借入耕地なし １９．８ １９．８ ― ７１．１ ９．１ １００．０
０．２ha 未 満 ４３．２ １６．１ ２７．１ ４４．６ １２．２ １００．０
０．２～ ０．５ ３８．５ １０．７ ２７．８ ４５．８ １５．７ １００．０
０．５～ １．０ ３５．３ ６．９ ２８．４ ４５．１ １９．６ １００．０
１．０～ ２．０ ２９．１ ４．８ ２４．３ ５１．８ １９．１ １００．０
２．０～ ５．０ ２０．８ ３．２ １７．６ ６４．５ １４．８ １００．０
５．０～１０．０ １９．９ ３．２ １６．７ ６１．２ １８．９ １００．０
１０．０～１５．０ ２３．３ ４．９ １８．４ ４６．６ ３０．１ １００．０
１５．０ha 以 上 ２９．８ ９．６ ２０．２ ７０．２ ― １００．０
計 ２５．３ １６．４ ９．０ ６３．２ １１．４ １００．０
千葉大学 経済研究 第２７巻第４号（２０１３年３月）
（７５７） １０１
１１表は２００５年に継続経営体であったものうち，２０１０年時点で経営耕地面
積が１０ha以上層の４６７経営体についてだけ，借入耕地面積規模別の借入
農地の増減をまとめたものである。２００５年時点で借入していない経営体
は３６で，４６７経営体の８％しかない。一方，借入耕地面積が１０ha以上の
経営体は１６３経営体で３５％もある。借入増加の割合は４５．２％，変化なし
は４９．５％，借入減少しているのは５．４％しかない。借入を増やしている
のは１～５haの借入規模の階層で，８０％程度が借入を増加させている。
１０～１５haの階層も３６％がさらに借入増加しており，借入による規模拡
大していることがわかる。今後とも規模拡大を図るには借地を進める必
要があり，土地持ち非農家の耕地を耕作放棄化させず借地に出させるこ
とが必要と言える。
４．基幹的農業従専者数の予測
農業労働者は高齢化が進み，減少が続いている。今後，農業労働者数
を見通すことは重要である。ここでは，農業の中心的な労働力を担う基
幹的農業従事者の年齢別データについて分析する。
第１２表が千葉県の基幹的農業従事者の年齢分布の２０００年から５年毎の
変化を示したものである。この表は年齢区分別に基幹的農業従事者数を
示しているが，同じコーホート２４）を１行に並べてあり，表側の年齢は
２０１０年時点での年齢である。年齢階級区分が５歳刻みであるので，２０００
年の数値は２階級１０歳若く，２００５年は１階級５歳若い。たとえば，２０１０
年の５０～５４歳は，２０００年時点では４０～４４歳で，２００５年時点では４５～４９歳
である。ずらしたことにより，行方向に隣り合う数値で同じコーホート
の時系列変化の比較が可能である。
基幹的農業従事者は２００５年までは男女とも増加していたが，２０１０年に
２４）出生年代を同じとする集団。
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第１１表 借入耕地面積規模別経営体数の増減表（１０ha以上）
区 分 借入減少
借入変化
な し
借入増加
２０１０ 年
継続農業
経 営 体
???????
????
?
?????????????
借入耕地なし ９ ２７ ３６
０．２ha 未 満 ２ ２
０．２～ ０．５ １ ２ ３
０．５～ １．０ １ １ ２
１．０～ ２．０ ２ １ １１ １４
２．０～ ５．０ １ ９ ６１ ７１
５．０～１０．０ ２ ９７ ７７ １７６
１０．０～１５．０ ７ ４８ ３１ ８６
１５．０ha 以 上 １１ ６６ ７７
計 ２５ ２３１ ２１１ ４６７
??
借入耕地なし ０．０ ２５．０ ７５．０ １００．０
０．２ha 未 満 ０．０ ０．０ １００．０ １００．０
０．２～ ０．５ ３３．３ ０．０ ６６．７ １００．０
０．５～ １．０ ５０．０ ５０．０ ０．０ １００．０
１．０～ ２．０ １４．３ ７．１ ７８．６ １００．０
２．０～ ５．０ １．４ １２．７ ８５．９ １００．０
５．０～１０．０ １．１ ５５．１ ４３．８ １００．０
１０．０～１５．０ ８．１ ５５．８ ３６．０ １００．０
１５．０ha 以 上 １４．３ ８５．７ ０．０ １００．０
計 ５．４ ４９．５ ４５．２ １００．０
注）２００５年継続農業経営体のうち２０１０年に経営耕地面積が１０ha以上である農業経営
体だけの集計表。
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かけては男女とも減少に転じ，年率で男子は１．５％，女子は３．０％も減少
している。しかし，農業就業人口の減少は基幹的農業従事者以上である。
２００５―２０１０年は年率で男子は３．５％，女子は５．５％も減少している。その
ため，基幹的農業従事者の農業就業人口に占める割合は増加しており，
男子は２０００年が７割であったものが，２０１０年では割合を９割以上にまで
高まっている。女子は男子ほどではないが，２０００年に５５％であったもの
第１２表 基幹的農業従事者の年齢分布
区 分
男 子 女 子
２０００ ２００５ ２０１０
年平均
変化率
（００―０５）
年平均
変化率
（０５―１０）
２０００ ２００５ ２０１０
年平均
変化率
（００―０５）
年平均
変化率
（０５―１０）
１５～１９歳 ― ― ２３ ― ― ― ― ５ ― ―
２０～２４ ― ３０ ３３１ ― ６１．６ ― ９ ９４ ― ５９．９
２５～２９ ４６ ４６６ ７１５ ５８．９ ８．９ ６ １０７ １７９ ７７．９ １０．８
３０～３４ ５４１ ８４９ ９６７ ９．４ ２．６ １２２ ２７０ ３１７ １７．２ ３．３
３５～３９ ８６５ １，０９６ １，１７０ ４．８ １．３ ２７０ ４９８ ６０３ １３．０ ３．９
４０～４４ １，０２３ １，１９７ １，２５５ ３．２ １．０ ５７８ ８５７ ９２９ ８．２ １．６
４５～４９ １，５８５ １，７４４ １，８０７ １．９ ０．７ １，３１７ １，５３５ １，５０６ ３．１ －０．４
５０～５４ ２，３３６ ２，４３７ ２，５２９ ０．９ ０．７ ２，４０９ ２，５１４ ２，５０１ ０．９ －０．１
５５～５９ ３，６５４ ３，７８６ ４，０３４ ０．７ １．３ ３，８９２ ４，０７７ ４，０９４ ０．９ ０．１
６０～６４ ４，３５０ ４，７７０ ６，０３３ １．９ ４．８ ４，５４２ ４，８９０ ５，２３３ １．５ １．４
６５～６９ ３，８２５ ５，２４３ ５，８２０ ６．５ ２．１ ４，９８９ ５，６９３ ５，２９６ ２．７ －１．４
７０～７４ ６，２４５ ７，４８８ ６，８９１ ３．７ －１．６ ６，５９２ ７，０７５ ６，０１４ １．４ －３．２
７５～７９ ７，８０４ ８，２３５ ６，３８０ １．１ －５．０ ７，３４７ ７，２７５ ５，１８６ －０．２ －６．５
８０～８４ ７，０４６
８，９７５
３，７０２
－４．６ －１１．４
５，６０９
７，１０２
２，９６５
－４．４ －１０．４
８５歳以上 ４，２９３ １，１９５ ３，２９６ １，１３０
計 ４３，６１３ ４６，３１６ ４２，８５２ １．２ －１．５ ４０，９６９ ４１，９０２ ３６，０５２ ０．５ －３．０
農業就業人口 ６１，３０３ ５６，０７６ ４６，８６９ －１．８ －３．５ ７４，３５１ ６２，５３８ ４７，０３２ －３．４ －５．５
基幹的農業
従事者率％
７１．１ ８２．６ ９１．４ ７．７ ５．２ ５５．１ ６７．０ ７６．７ １０．３ ７．０
注）生年が同じものを１行で比較できるように２０００年の数値は１０歳，２００５年は５歳ずらしている。
たとえば，２０００年男子の２０～２４歳の値「４６」は２０００年時点では１５～１９歳である。
基幹的農業従事者率は農業就業人口に対する率である。
２００５年調査は７５歳以上が一括されている。
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が，２０１０年には７７％まで高まっている２５）。
男性の年齢区分別の変化率については，２０１０年の年齢区分でいえば，
６５～６９歳の区分までの年齢区分では増加している。特に，６０～６４歳で大
きく増加している。２０００―２００５年においては６．５％，２００５―２０１０年では，
４．８％増加している。これは，６０歳より若い時点では，父親等の離農あ
るいは，他産業が主から農業を主にする変化など次第に増加はするが，
それほどの大きな増加ではないが，６０歳を迎えて自分自身が定年退職等
により他産業の仕事を辞める定年帰農によるためである。農業に本格的
に参入している動きとも読めるが，兼業が主であったが，他産業をやめ
たため農業が主に変わっただけの人も多い。しかし，７０歳を過ぎると，
農業からのリタイアにより，大きく減少している。２９歳までは大学等の
卒業後の新規就農などにより，増加は比較的大きい。
女性もおおむね男性と同じ傾向である。しかし，男子ほど６０歳あたり
での他産業からのリタイアによる増加は顕著ではない。これは，女性が
家事などを抱えていることや，６０歳前後での定年退職が男性ほどはっき
りしていないため，基幹的農業従事者が激増するといたことがないため
と思われる。若年での就農，そして，高齢によるリタイアによる離農で
の傾向は男性と同じである。
わが国は高齢化が進んでいる。６５歳以上の総人口に占める割合は２０１１
年１０月１日時点で，２３．３％に達している２６）。現在，団塊の世代の人々が，
続々と６５歳以上に達しているので，高齢化率２７）はますます上昇している。
しかも，農村地域の高齢化は都市部より進んでいる。そのため，農業労
２５）農業就業人口は自営農業のみに従事した者，または自営農業以外の仕事に従
事していても年間労働日数で自営農業が多い者。基幹的農業従事者は農業就
業人口のうち，ふだんの主な状態が「主に農業」である者である。農業就業
人口には，ふだんの主な状態に家事なども含まれる。
２６）平成２４年版『高齢社会白書』。
２７）６５歳以上の割合。
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働者の高齢化は国民一般より高く，今後，一層の高齢化は進む。このた
め，将来，団塊の世代が農業からリタイアするときには，急速に，農業
労働者が減少することが考えられる。ここで，農業の中心の担い手であ
る基幹的農業従事者数の将来予測を試みることにする。
基幹的農業者従事者の５歳きざみの年齢区分別データの２００５年と２０１０
年の数値をもとに５年ごとに２０１５年から２０３５年までの推計を行ったのが
第１３表である。年齢区分は１５～１９歳から，５歳刻みに８０～８４歳，そして
８５歳以上の区分であるので，１期後つまり，５年後には，１つ年齢区分
を上げることになる。調査時点の間隔と年齢区分の幅が同じ５年である
ので，標準コーホート表となっている。コーホート変化率法により推計
を行うとすれば，第n年齢区分のt期の基幹的農業従事者数Pn，tは５年後
のt＋１期には，第n＋１年齢区分となり，その推計値Pn＋１，t＋１は
Pn＋１，t＋１＝Pn，t×
Pn＋１，t
Pn，t－１
で，推計することになる。
この推計式では，推計する年次の第１年齢区分の推計はできないが，
その値は２０１０年の第１区分の値を使用する。また，８５歳以上の最終区分
は５年後には，すべてリタイアすることにする。さらに，２００５年のデー
タは７５歳以上が一括されているが，２０１０年の３つの年齢区分された数値
をもとに，２００５年の一括された値を２０１０年の３年齢区分の数値の大きさ
の比に按分した。
２０１５年から５年毎に２０３５年２８）まで基幹的農業従事者数を男女別に千葉
県に加えて全国についても推計した。全国の結果が第１３表である。男子
は２０１０年を１００とする指数で，２０３５年４９．１で半分以下に減少する。６５歳
以上割合は２００５年には５９．９％であったが，２０２０年には６９．９％，２０２５年に
２８）２０３５年は団塊の世代が８５歳以上に達する年である。
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第１３表 基幹的農業従事者の将来予測（全国）
年齢 ２００５ ２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０ ２０３５
??
１５～１９歳 １，０７９ ６５８ ６５８ ６５８ ６５８ ６５８ ６５８
２０～２４ １０，５１４ ７，９４８ ４，８４７ ４，８４７ ４，８４７ ４，８４７ ４，８４７
２５～２９ １８，０５２ １６，７３０ １２，６４７ ７，７１２ ７，７１２ ７，７１２ ７，７１２
３０～３４ ２０，８８３ ２１，２４８ １９，６９２ １４，８８６ ９，０７８ ９，０７８ ９，０７８
３５～３９ ２４，８０９ ２３，８０８ ２４，２２４ ２２，４５０ １６，９７１ １０，３４９ １０，３４９
４０～４４ ３７，５５８ ２７，５６０ ２６，４４８ ２６，９１０ ２４，９４０ １８，８５３ １１，４９７
４５～４９ ５４，５１０ ４０，１４４ ２９，４５８ ２８，２６９ ２８，７６３ ２６，６５７ ２０，１５１
５０～５４ ８５，２５７ ５９，３１１ ４３，６８０ ３２，０５２ ３０，７５９ ３１，２９６ ２９，００５
５５～５９ ９９，７４９ ９７，１７３ ６７，６０１ ４９，７８５ ３６，５３２ ３５，０５８ ３５，６７１
６０～６４ １３４，９３３ １４８，７０５ １４４，８６５ １００，７７８ ７４，２１９ ５４，４６１ ５２，２６４
６５～６９ ２０３，９４０ １６１，０８９ １７７，５３１ １７２，９４６ １２０，３１４ ８８，６０５ ６５，０１８
７０～７４ ２４２，８６２ １９７，２４１ １５５，７９８ １７１，６９９ １６７，２６５ １１６，３６２ ８５，６９５
７５～７９ １５６，０４７ １９３，０３６ １５６，７７５ １２３，８３４ １３６，４７３ １３２，９４９ ９２，４８９
８０～８４ ９２，５９５ １１４，５４４ １４１，６９５ １１５，０７８ ９０，８９８ １００，１７６ ９７，５８９
８５歳以上 ３１，３７６ ３８，８１３ ４８，０１３ ５９，３９４ ４８，２３７ ３８，１０２ ４１，９９１
計 １，２１４，１６４１，１４８，００８１，０５３，９３０ ９３１，２９９ ７９７，６６６ ６７５，１６３ ５６４，０１３
指数 １０５．８ １００．０ ９１．８ ８１．１ ６９．５ ５８．８ ４９．１
６５歳以上割合 ５９．９ ６１．４ ６４．５ ６９．０ ７０．６ ７０．５ ６７．９
??
１５～１９歳 ２２７ １９３ １９３ １９３ １９３ １９３ １９３
２０～２４ ２，３２２ １，７２５ １，４２２ １，４２２ １，４２２ １，４２２ １，４２２
２５～２９ ５，０９３ ４，２２５ ２，７４５ ２，２６２ ２，２６２ ２，２６２ ２，２６２
３０～３４ ９，８０３ ７，０８９ ４，９７３ ３，２３１ ２，６６３ ２，６６３ ２，６６３
３５～３９ １７，６８１ １２，４１８ ８，０８２ ５，６７０ ３，６８３ ３，０３６ ３，０３６
４０～４４ ３３，２９５ １９，５８３ １３，７９５ ８，９７８ ６，２９８ ４，０９２ ３，３７２
４５～４９ ５６，０５３ ３３，４８４ ２０，９３１ １４，７４５ ９，５９６ ６，７３２ ４，３７３
５０～５４ ８９，８４３ ５７，５６５ ３６，４３３ ２２，７７５ １６，０４３ １０，４４１ ７，３２５
５５～５９ １０７，３４０ ９５，６３８ ６５，６１１ ４１，５２５ ２５，９５８ １８，２８６ １１，９０１
６０～６４ １４５，００１ １２２，７５５ １４２，５７６ ９７，８１２ ６１，９０５ ３８，６９８ ２７，２６０
６５～６９ １８８，０４８ １４１，９７１ １４６，５５０ １７０，２１４ １１６，７７２ ７３，９０５ ４６，１９９
７０～７４ １９０，２９６ １６３，７７６ １３７，３０８ １４１，７３６ １６４，６２３ １１２，９３６ ７１，４７８
７５～７９ １０４，２５１ １３９，５７５ １３０，１７５ １０９，１３７ １１２，６５８ １３０，８４８ ８９，７６６
８０～８４ ５７，５５８ ７７，０６１ １０２，４５３ ９５，５５３ ８０，１１１ ８２，６９５ ９６，０４７
８５歳以上 １９，６９７ ２６，３７１ ３２，３０１ ４２，９４５ ４０，０５３ ３３，５８０ ３４，６６３
計 １，０２６，５０８ ９０３，４２９ ８４５，５４９ ７５８，１９８ ６４４，２４０ ５２１，７８９ ４０１，９６１
指数 １１３．６ １００．０ ９３．６ ８３．９ ７１．３ ５７．８ ４４．５
６５歳以上割合 ５４．５ ６０．７ ６４．９ ７３．８ ７９．８ ８３．２ ８４．１
注）２０１０年までは実績値。２０１５年以降は予測値。
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は７０．６％に上昇するが，その後は，団塊の世代のリタイアとともに減少
に転じることになる。
女子は男子よりさらに減少の度合いが大きい。２０３５年には２０１０年比で
半数を割り４４．５にまで減少する。６５歳以上割合は２００５年では男子より低
く５４．５％であったが，２０１５年には男子の６５歳以上割合をわずかに上回り
６４．９％となり，２０３５年には８４．１％にまで上昇する。男子は２０２５年に減少
に転じていたが，２０３５年時点で減少にまだ転じていない。
次に，千葉県の結果，第１４表について検討する。男子は２０１０年を１００
とする指数では全国と同様に２０３５年に５０を割り４２．９となる。全国の２０３５
年が４９．１であるので，千葉県のほうが減少率は大きい。６５歳以上割合は
２０１０年には５６．０％で，全国に比べると５ポイントほど低い。ピークは全
国と同じで２０２５年で６７．０％，全国より３．６ポイント低い。高齢化進行の
傾向については，傾向的には千葉県は全国と同じで，２０２５年がピークで，
６５歳以上割合は５ポイント程度低い。
女子についても全国と同様の傾向である。２０１０年を１００とする指数で
は２０３０年には４７．８で，半分以下に，２０３５年には約３分の１近くまで減少
する。６５歳以上割合は全国同様に２０３０年には８０％を上回り，２０３５年には
８４．１％にまで上昇を続ける。
全国と千葉県について基幹的農業従事数を２０３５年まで推計したが，男
女とも減少を続ける。男子の６５歳以上割合は団塊の世代が８０代に到達す
るまで，その率を高めるが，その後，リタイアとともに減少に転ずるが，
女子の場合は上昇を続け，８０％を上回る。２００５年と２０１０年の数値だけで
の推計であるので，多少は慎重に検討しなければならないが２９），基幹的
農業従事者は減少を続け，高齢者の割合が当分は上昇するであることは
２９）特に，第１年齢区分の推定を前期と同じとしたが，千葉県は２０１０年には男子
２３人，女子に至っては５人しかいない。あまりにも，少ないといえるが，適
切な方法もない。
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第１４表 基幹的農業従事者の将来予測（千葉県）
年齢 ２００５ ２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０ ２０３５
??
１５～１９歳 ３０ ２３ ２３ ２３ ２３ ２３ ２３
２０～２４ ４６６ ３３１ ２５４ ２５４ ２５４ ２５４ ２５４
２５～２９ ８４９ ７１５ ５０８ ３８９ ３８９ ３８９ ３８９
３０～３４ １，０９６ ９６７ ８１４ ５７８ ４４３ ４４３ ４４３
３５～３９ １，１９７ １，１７０ １，０３２ ８６９ ６１８ ４７３ ４７３
４０～４４ １，７４４ １，２５５ １，２２７ １，０８２ ９１１ ６４７ ４９６
４５～４９ ２，４３７ １，８０７ １，３００ １，２７１ １，１２１ ９４４ ６７１
５０～５４ ３，７８６ ２，５２９ １，８７５ １，３４９ １，３１９ １，１６４ ９８０
５５～５９ ４，７７０ ４，０３４ ２，６９５ １，９９８ １，４３８ １，４０５ １，２４０
６０～６４ ５，２４３ ６，０３３ ５，１０２ ３，４０８ ２，５２７ １，８１９ １，７７８
６５～６９ ７，４８８ ５，８２０ ６，６９７ ５，６６４ ３，７８３ ２，８０５ ２，０１９
７０～７４ ８，２３５ ６，８９１ ５，３５６ ６，１６３ ５，２１２ ３，４８２ ２，５８２
７５～７９ ５，０７８ ６，３８０ ５，３３９ ４，１５０ ４，７７５ ４，０３８ ２，６９７
８０～８４ ２，９４６ ３，７０２ ４，６５２ ３，８９２ ３，０２５ ３，４８１ ２，９４４
８５歳以上 ９５１ １，１９５ １，５０２ １，８８７ １，５７９ １，２２７ １，４１２
計 ４６，３１６ ４２，８５２ ３８，３７５ ３２，９７８ ２７，４１８ ２２，５９６ １８，４０１
指数 １０８．１ １００．０ ８９．６ ７７．０ ６４．０ ５２．７ ４２．９
６５歳以上割合 ５３．３ ５６．０ ６１．４ ６６．０ ６７．０ ６６．５ ６３．３
??
１５～１９歳 ９ ５ ５ ５ ５ ５ ５
２０～２４ １０７ ９４ ５５ ５５ ５５ ５５ ５５
２５～２９ ２７０ １７９ １４４ ８５ ８５ ８５ ８５
３０～３４ ４９８ ３１７ ２０４ １６４ ９６ ９６ ９６
３５～３９ ８５７ ６０３ ３３８ ２１８ １７５ １０３ １０３
４０～４４ １，５３５ ９２９ ６３２ ３５５ ２２８ １８４ １０８
４５～４９ ２，５１４ １，５０６ ９６３ ６５５ ３６８ ２３６ １９１
５０～５４ ４，０７７ ２，５０１ １，５６３ ９９９ ６８０ ３８１ ２４５
５５～５９ ４，８９０ ４，０９４ ２，６６５ １，６６５ １，０６４ ７２４ ４０６
６０～６４ ５，６９３ ５，２３３ ５，１７８ ３，３７０ ２，１０６ １，３４６ ９１６
６５～６９ ７，０７５ ５，２９６ ５，８０９ ５，７４８ ３，７４１ ２，３３８ １，４９４
７０～７４ ７，２７５ ６，０１４ ４，８７４ ５，３４６ ５，２９０ ３，４４３ ２，１５２
７５～７９ ３，９６８ ５，１８６ ４，６５９ ３，７７６ ４，１４２ ４，０９８ ２，６６７
８０～８４ ２，２６９ ２，９６５ ３，７８１ ３，３９７ ２，７５３ ３，０２０ ２，９８８
８５歳以上 ８６５ １，１３０ １，２０３ １，５３４ １，３７８ １，１１７ １，２２５
計 ４１，９０２ ３６，０５２ ３２，０７３ ２７，３７１ ２２，１６６ １７，２３２ １２，７３６
指数 １１６．２ １００．０ ８９．０ ７５．９ ６１．５ ４７．８ ３５．３
６５歳以上割合 ５１．２ ５７．１ ６３．４ ７２．３ ７８．１ ８１．３ ８２．６
注）２０１０年までは実績値。２０１５年以降は予測値。
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間違いない。日本全体の高齢化は進んでいるわけであるが，農業部門の
高齢化はそれはるかに上回る高齢化が進み，６５歳以下の農業労働者の確
保が今後の課題である。農業労働者の減少は少数の農業労働者に農地に
集約できれば，日本の農業にとっては悪いことではない。
５．２０００年から２０１０年の５年毎の主要変数の変化
２０００年から２０１０年までの農家数，土地，農家の状況，借入と貸付耕地
および耕作放棄の３６個の主要変数について５年毎の変化をランキングに
より比較したのが第１５表である。前期とは２０００年から２００５年の５年間，
後期は２００５年から２０１０年の５年間のことで，通期は２０００年から２０１０年ま
での１０年間のことである。前期と後期，さらに通期の年平均変化率を示
してある。ランキングは通期の年平均変化率を降順に並べた順位である。
グループの記号は前期と後期の増減を記号で合わせて表している。増加
の記号は△または▲，減少は▽または▼で表し，その変化率の絶対値が
大きいほうが▲ないし▼で表している。
農家数について総農家数は２９位，販売農家３３位で極めて減少が大きい。
特に，販売農家数は前期，後期とも３％を上回る減少である。総農家数
の前期は－２．２５％に対して，後期は－０．８１％で１％を下回り，減少に頭
打ち傾向がみられる。自給的農家は前期後期とも増加しているが，これ
は販売農家から自給的農家への移行より，自給的農家から土地持ち非農
家等への移行が少ないためであろうが，後期のほうが増加は少ない，土
地持ち非農家は通期の変化率が３．４１％の増加であるが，これも前期にく
らべ後期の変化率は小さく，前期４．３２％，後期２．５１％である。ランキン
グは７位である。
販売農家数は減少しているが，総農家数も減少している。総農家数に
対する販売農家数の割合の変化はどうであるのか。その販売農家率も大
きく減少している。通期では１．７８％減であるが，後期は２．２９％も減少し
農林業センサス２０１０調査結果による千葉県農業の動向と課題
１１０ （７６６）
第１５表 主要変数の増減の比較
??
NO. 変 数 ２０００年 ２００５年 ２０１０年
年平均変化率
????
前期 後期 通期 ランキング
??
１ 総農家数 ９１，８５０ ８１，９８２ ７８，７１６－２．２５－０．８１－１．５３ ２９ ▼▽
２ 販売農家数 ７６，０４２ ６３，６７４ ５４，４６２－３．４９－３．０８－３．２８ ３３ ▼▽
３ 自給的農家数 １５，８０８ １８，３０８ １９，２５４ ２．９８ １．０１ １．９９ １１ ▲△
４ 土地持ち非農家数 ３０，９９０ ３８，２８５ ４３，３４６ ４．３２ ２．５１ ３．４１ ７ ▲△
５ 販売農家率 ８２．８ ７７．７ ６９．２－１．２７－２．２９－１．７８ ３１ ▽▼
６ 主業農家率 ２７．６ ２７．８ ２８．５ ０．１７ ０．４７ ０．３２ １７ △▲
７ 準主業農家率 ２５．８ ２４．９ ２３．４－０．７０－１．２５－０．９７ ２５ ▽▼
８ 副業農家率 ４６．６ ４７．２ ４８．０ ０．２８ ０．３２ ０．３０ １８ △▲
??
９ 農業基幹男子従事者 ８４，５８２ ８８，２１８ ７８，９０４ ０．８５－２．２１－０．６９ ２４ △▼
１０農業就業人口 １３５，６５４１１８，６１４ ９３，９０１－２．６５－４．５７－３．６１ ３５ ▽▼
１１農業従事者数 ２１８，９６０１８１，３００１５１，１２５－３．７０－３．５８－３．６４ ３６ ▼▽
１２農業就業人口平均年齢 ６０．８ ６２．７ ６４．８ ０．６２ ０．６６ ０．６４ １５ △▲
?
１３経営耕地総面積（総） ９９，９６７ ９３，１８０ ９０，１６５－１．４０－０．６６－１．０３ ２６ ▼▽
１４経営耕地総面積（販売）９６，９４２ ８９，８１５ ８６，６９８－１．５２－０．７０－１．１１ ２７ ▼▽
１５経営耕地総面積（自給） ３，０２５ ３，３６５ ３，４６７ ２．１５ ０．６０ １．３７ １３ ▲△
１６１戸当たり耕地面積（総） １．０９ １．１４ １．１５ ０．８７ ０．２３ ０．５５ １６ ▲△
１７１戸当たり耕地面積（販売） １．２７ １．４１ １．５９ ２．０４ ２．４２ ２．２３ ９ △▲
１８１戸当たり耕地面積（自給） ０．１９ ０．１８ ０．１８－０．８０－０．４２－０．６１ ２３ ▼▽
????
１９借入農家率（総） ２７．７ ２８．３ ２７．３ ０．４４－０．７２－０．１４ １９ △▼
２０借入面積率（総） １６．１ ２１．２ ２５．４ ５．５９ ３．６８ ４．６３ ４ ▲△
２１借入農家率（販売） ３１．５ ３４．４ ３７．１ １．７７ １．４９ １．６３ １２ ▲△
２２借入面積率（販売） １６．５ ２１．９ ２６．２ ５．８１ ３．６５ ４．７３ ３ ▲△
２３貸付農家率（総） １７．８ ２４．８ ２６．２ ６．８３ １．０９ ３．９２ ５ ▲△
２４貸付面積率（総） ６．６ ９．７ １１．１ ７．９５ ２．７７ ５．３２ １ ▲△
２５実貸付農家率（販売） １６．８ ２１．５ ２３．４ ５．０７ １．７３ ３．３９ ８ ▲△
２６貸付面積率（販売） ５．２ ６．２ ６．５ ３．７６ ０．７１ ２．２２ １０ ▲△
????
２７耕作放棄農家数（総） ３７，１０９ ３４，９８９ ３１，１４５－１．１７－２．３０－１．７４ ３０ ▽▼
２８耕作放棄農家数（販売）２９，５５３ ２５，３７４ ２０，５４９－３．００－４．１３－３．５７ ３４ ▽▼
２９耕作放棄実農家数（土地持ち非農家） １８，４２８ ２２，８５７ ２５，９２７ ４．４０ ２．５５ ３．４７ ６ ▲△
３０耕作放棄農家率（総） ４０．４ ４２．７ ３９．６ １．１０－１．５０－０．２１ ２０ △▼
３１耕作放棄農家率（販売） ３８．９ ３９．８ ３７．７ ０．５０－１．０９－０．３０ ２１ △▼
３２耕作放棄面積（総） ９，５５６ ９，５９２ ９，１９４ ０．０８－０．８４－０．３９ ２２ △▼
３３耕作放棄面積（販売） ７，６２３ ６，８２２ ５，９６３－２．２０－２．６６－２．４３ ３２ ▽▼
３４耕作放棄面積（土地持ち非農家） ５，３０５ ７，４６６ ８，７６９ ７．０７ ３．２７ ５．１５ ２ ▲△
３５耕作放棄面積率（総） ９．６ １０．３ １０．２ １．４９－０．１９ ０．６５ １４ △▼
３６耕作放棄面積率（販売） ７．９ ７．６ ６．９－０．６９－１．９７－１．３３ ２８ ▽▼
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ており，ランキングも３１位である。主業，準主業，副業農家率では主業，
副業農家率が増加する一方で，準主業農家率が増加しているが，その変
化率の絶対値は通期では１％以下で，それほど，大きな変化はない。
農業労働力については，農業就業人口，農業従事者とも大きく減少し
ている。通期で２変数とも３．６％もの減少である。ランキングも最下位
の３５位と３６位である。ただ，基幹的農業従事者は通期では０．６９％減でし
かない。ただ，後期は２．２１％減であるのは，気がかりである。農業労働
者の高齢化がいわれているが，農業就業人口の平均年齢は前期，後期と
も約２歳増加している。１０年間で４歳もの増加であり，高齢化がすすん
でいる。前節の推計からすれば，今後とも高齢化は益々進む。
経営耕地面積の変化は総農家，販売農家とも１％強の減少であり，ラ
ンキングも２６位と２７位である。しかしその減少率は前期に比べ後期では
半減している。自給的農家は逆に増加しているが前期の２．１５％増から
０．６％増と１．５５ポイントも下がっている。経営耕地面積の変化は総農家，
販売農家の増加に対し，自給的農家の減少の違いはあるものの，すべて
前期に比べ後期は小さくなっている。１戸当たりの耕地面積の増減は農
家数の増減の影響から経営耕地面積とは増減の関係が逆転する。つまり，
総農家，販売農家とも１戸当たり耕地面積は増加しているのに対して，
自給的農家は減少している。販売農家の１戸当たり耕地面積は前期
２．０４％増，後期２．４２％増となっており，ランキングも９位である。耕地
面積は減少しているが，販売農家の１戸当たり耕地面積が増加すること
は望まし傾向と言えるが，意欲のある販売農家への耕地面積の集積が必
要である。自給的農家は一貫して減少している。
耕地の貸借関係であるが，借入農家率，借入面積率，貸付農家率，貸
付農家率とも，総農家の借入農家率以外は，前期，後期とも増加してい
るが，後期のほうが増加率は小さい。貸付面積率（総），借入面積率（販
売），借入面積率（総），貸付農家率（総）のランキングはそれぞれ１
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位，３位，４位，５位である。借入は農家率と面積率とも販売農家のほ
うが高く，貸付は販売農家のほうが小さい。面積率について借入に比べ
貸付の面積率が総農家，販売農家ともかなり小さい３０）。
耕作放棄について総農家数は１．７４％減，販売農家数は３．５７％減である。
ランキングも３０位と３４位である。しかし，農家数の減少もしているので，
耕作放棄農家率では減少率は１％にも満たない。面積でみれば，総農家
は前期には増加していたが，後期は減少に転じ，通期では０．３９％減であ
る。販売農家は通期で２．４３％減である。経営耕地に対する面積率では
２０１０年では総農家については１０％を上回っている。販売農家でも減少し
てはいるが７％弱もの耕作放棄がされているが，面積率は減少傾向であ
る。
土地持ち非農家の耕地が貸し付けに出されればいいが，多くの面積が
耕作放棄されている。土地持ち非農家の耕作放棄は戸数，面積とも増加
している。農家の耕作放棄は減少しているが土地持ち非農家の耕作放棄
面積は総農家の減少を上回る増加をしている。面積では前期７．０７％増，
後期の変化率は減少しているが３．２７％増，通期では５．１５％増で，ランキ
ングは２位である。戸数でも３．４７％増のランキング６位である。
前期，後期とも増加しているが，後期がさらに増加しているのがグ
ループ△▲で，前期ほどは増加していないものがグループ▲△である。
グループ△▲には販売農家の１戸当たり耕地面積，主業農家率で農業振
興にとってはいいものであるが，農業就業人口平均年齢は高齢化を進め
ているので，望ましい傾向とは言えない。グループ▲△には自給農家や
土地持ち非農家にかかわる農家数や経営耕地面積にかかわるものと，耕
地の借入や貸し付けにかかわる変数である。伸びてはいるが伸びは前期
３０）農家としては先祖代々の耕地を貸付するということに多少の心苦しいことが
あるため，調査に対して少なめの数値を答えた可能性を否定できない。
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より後期が減少しているのは，残念と言える。耕作放棄については，土
地持ち非農家にかかわる変数が▲△グループに属している。
グループ△▼は前期の増加から後期には減少に転じたが，減少のほう
が大きい変数であるが，総農家の耕作放棄の農家率や面積率，および基
幹的農業従事者などがそれに属する。
前期，後期とも減少であるが，後期の減少が小さくなっているのがグ
ループ▼▽である。このグループには総農家，販売農家の農家数，農業
従事者と経営耕地面積が含まれる。グループ▽▼には販売農家率の減少
がある。農業の経営環境の厳しさが反映したのであろう。販売農家関係
の耕作放棄にかかわるこのグループに含まれることは農業の生産力維持
のためにはよい傾向と言える。
６．まとめ
２０１０年の農業センサス結果を２００５年，２０００年を主に比較しつつ，全国
との比較の視点も踏まえて，千葉県農業の動向について分析した。
千葉県の経営耕地面積は減少している。しかし，それ以上に農家数が
減少しているので，１戸当たりの経営耕地面積は増加している。販売農
家の１戸当たりの経営耕地は年率２％以上増加している。しかし，１戸
当たり経営耕地面積の増加は販売農家の規模増大意欲の結果だけとはい
えず，零細販売農家の自給的農家あるいは非農家世帯への移行である。
また，規模拡大の足かせは耕作放棄地の存在である。農家の耕作放棄地
は減少傾向であるが，土地持ち非農家の耕作放棄地は増加している。こ
れは，土地持ち非農家が耕作放棄面積を増やしているだけではなく，農
家が耕作放棄などにより土地持ち非農家に移行し，その結果，土地持ち
非農家の耕作放棄地が増加したのである。いずれにしても，耕作放棄地
を減らす必要がある。
農業労働力はいかがであろうか。農業就業人口，農業従事者とも大き
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く減少している。農業労働力の中心となるべき基幹的農業従事者の減少
が，農業就業人口や農業従事者に比べて，多少，少ないことは良いこと
といえる。しかしながら，その半数以上が６５歳以上であることは，差し
引いて考えなければならない。基幹的農業従事者で最も増えているのは
６０歳代である。基幹的農業従事者の高齢化はこんごとも進む。農業就業
人口の平均年齢は２０００年の５年間で２歳，さらに，２００５年からの５年間
で２歳も高くなっているのである。今後の予想される労働者不足や高齢
化を考えると，当面は高齢者の活用がなければ日本農業はますます崩壊
の道を歩むであろう。現時点で６５歳前後である団塊の世代が都市労働者
からのリタイアでの定年帰農が一段落し，さらに，７０歳代から８０歳代へ
と進むにしたがって，農業からのリタイアがすすめば，農業労働者の激
減期が到来する。我々の推計では４半世紀後の２０３５年には基幹的農業従
事者半減する。しかしながら，農業労働者の減少は決して悪いことでは
ない。耕地を意欲ある農家に集約して一戸当たりの規模拡大を図る絶好
のチャンスである。
農地の借地などの農地の流動化が進み，大規模経営農家に農地の集約
が進めは，外国に対抗できる農業が成り立つ可能性があるし，それがな
されなければ，日本農業の崩壊に進むであろう。TPPの参加が議論さ
れているが，貿易立国であるわが国経済を考えると参加の方向に進むべ
きである。農家，農業労働者の減少しており，耕作放棄地を活用すると，
１戸当たり，さらに農業労働者１人当たりの規模拡大は可能である。こ
れまで，貿易自由化により畑作物は壊滅したが，わが国の農産物の品質
の良さから，多くの国産農産物は生き残っている。牛肉，さくらんぼ，
さらには，ニンニクのように何倍もする価格でも日本の農産物は売れて
いる。質的に考えれば，外国産の農産物は別物である。
規模拡大したところで，アメリカやオーストラリアに届くわけではな
いが，農産物の質だけでは対抗できない。可能な限りの規模拡大はすべ
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きであり，規模拡大の可能性はある。そのためには，耕作放棄地の減少
である。稲葉（２００８）では耕作放棄減少の対策として「耕作放棄地は公
共機関等が無償で借上げ，その放棄地を規模拡大の意欲のある農家へ貸
し付けを行うことである。無償であれば借地しようとする農家も増える
であろう。一方，所有者は無償でするよりはということで，安い地代で
の貸借も増加するであろう。なお，無償での借上げを拒否する場合には，
農地として利用していないのであるから，宅地並みとはいわないが，土
地に対する税率を上げるなどの政策的な借地誘導策を考えるべきであ
る。」と，提案した。耕作放棄地の減少と耕地の貸借が規模拡大につな
がるが，政治の動きは規模拡大に誘導する方向とはまったく逆であった。
２００９年で政権奪取をした民主党政権はほとんどのマニフェストを実現で
きなかったが，わずかに実現できたマニフェストのひとつが戸別所得補
償制度の導入である。２０１０年の農業所得は前年比９．４％増の２兆８，３９５億
円で，２００３年以来７年ぶりに増えた。うち６，０００億円が所得補償と考え
れば，農業所得は実質３，０００億円以上が減少したことになる。そして，
自給率も向上しなかった。この制度の結果，小規模農家の耕作放棄地が
耕地として多少は復活したであろうが，農地の貸借を減少させたのでは
ないかと思える３１）。耕作放棄地は相対的には条件不利地であり，借りた
い人が少ないのかもしれないが，都市近郊の広大な耕作放棄地はリタイ
アした都市労働者であった高齢者に任せては，どうであろうか３２）。彼ら
は年金生活者であり，生活の多少の足しになればいいわけで，このため
には，前述した公共機関等の無償借上げが必要なのである。土地に対し
ては所有権と利用権は分離すべきである。農地として利用しない限り，
所有者は利用権を他人に譲るべきである。
３１）２００９年以前は多少なりとも大規模農家を育てようとする政策をしていた。
３２）高齢者が老人ホーム等での老人介護をボランティア的に行っている例はある。
高齢者の活用はいたるとことで図るべきである。
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今後，農業労働者は減少する。耕作放棄地等による耕地面積の減少を
抑えれば，飛躍的に１人当たりの経営面積規模は拡大するし，拡大しな
ければ日本農業の未来はないと言える。
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Summary
Analysis of the Trend and Subject of Chiba Agriculture with
the Census of Agriculture and Forest２０１０
Hiromichi INABA
The trend and subject of the Chiba agriculture were examined com-
paring with Japanese agriculture using the Census of Agriculture and
Forest２０１０. The number of farmhouses is decreasing sharply. House-
hold engaged in own farming are also decreasing in number. Number
of core persons mainly engaged in farming was performed. Around
２０３０, the number will reduce the number by half. It is a golden
chance of a Chiba agricultural scale expansion. This is applied also for
Japanese agriculture. However, actually, although the cultivated land
under management per farmhouse is increasing, it is slight. It is be-
cause cultivated land are also decreasing in number. One cause is ex-
istence of an abandoned cultivated land. The former paper performed
the proposal from the taxation system for reducing an abandoned cul-
tivated land.
This time, in addition, the method of utilizing an abandoned culti-
vated land was entwined with the aging-population issue of our coun-
try, and was proposed.
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